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※本ニュースレターは、Interim Budget 2024（Deloitte India ウェブサイト）の抄訳です。 
日本語訳と原文（英語）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

インド税務アップデート： 2024 年度暫定予算案の概要と日系企業への影響 

 

 

この予算案は、暫定的であるもののインド経済のさらなる成長を目指し、技術革新と持続可能な開発を重視した内容となっ
ている。特に、EV の充電インフラの拡充支援、エネルギー移行支援、外国直接投資（FDI）の促進、研究とイノベーション基
金設立などの政策は、日本を含む世界中の企業にとって重要な意味を持ち、特に日系企業に新たなビジネス機会を提供す
る可能性がある。本ニュースレターでは予算案の主要ポイントについて概観する。 

詳細は Interim Budget 2024（Deloitte India ウェブサイト）をご参照ください。 

 

主な発表内容は、以下のとおりである。 

1. 経済指標 

 GDP 成長率は、2023年度上半期に 7.7%へ拡大し、2023年度全体では 7.3%の成長が見込まれている。 
 財政赤字は 2023年度に 5.8%に修正され、これは前年度の 6.4%から改善された数値である。 
 消費者物価指数（CPI）のインフレ率は、2023年度（4月から 12 月）に 5.5%に緩和された。 
 RBI（インド準備銀行）は政策金利を 2023年 2月以来、6.5%で変更していない。 
 商品輸出は 2023年度（4月から 12月）に 5.5%減少し、3,171 億ドルになった。 
 外国直接投資（FDI）は、2023 年度（4月から 11月）に 213 億ドルに達した。 
 経常収支の赤字は、2023年度上半期の GDP の 1.0%であった。 
 外貨準備高は、2023年 12月に 6,230億ドルに達し、10.6 カ月分の輸入のカバーが可能である。 

Executive Summary 

 2024年 2月 1日、2024年度暫定予算案が国会で発表された 

 現政権が数カ月後に選挙を控えていることを考慮した暫定予算案であったため、税制改正は殆どなかった 

 Input Service Distributor（ISD）規定の義務化は日系企業の事業運営に影響があると考えられる 

 2024年最終予算案は、総選挙後新たに選出された内閣によって 2024年 7月に発表される予定である 

 政策面では、製造・充電インフラ支援による電気自動車（EV）のエコシステムの拡大・強化、11兆 1,100億ルピ
ーのインフラ整備への予算案割当が注目される 

https://www2.deloitte.com/in/en/pages/tax/articles/Budget-2024.html
https://www2.deloitte.com/in/en/pages/tax/articles/Budget-2024.html
https://www2.deloitte.com/in/en/pages/tax/articles/Budget-2024.html
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2. 税制改正 

暫定予算案ではいくつかの税制優遇措置の期限が延長された。主要な提案及び留意事項は、以下のとおりである。 

(1) 法人税、間接税（輸入関税を含む）、個人所得税の税率に変更はない。 

(2) 次の期限が 1年間延長された（2024年 3 月 31日から 2025 年 3 月 31日まで） 

a. 国際金融サービスセンター（IFSC: International Financial Services Centre）における所得税免税措置 
特別経済ゾーンである国際金融サービスセンター（以下「IFSC」）における外国銀行の投資部門設立に際し、その金融投資
活動から得られる特定の収入に対する所得税が免除される措置が延長された。この制度は、世界中から資金をインドに誘致
し、インドを国際的な金融中心地に育てることを目的としている。（第 10条（4D 項）） 

IFSC で行われる航空機や船舶のリース業務に対する税制優遇措置が延長された。これにより、IFSC で航空機や船舶をリー
スしている企業や、それらの企業に資金を提供している海外の金融機関やリース会社は、リースによる収入（利息やロイヤルテ
ィー）に対する所得税が免除され、さらにリースされた航空機や船舶を売却した際の収入に対しても、引き続き所得税控除を
受けられる。この延長措置は、航空機や船舶のリース業を通じて、インドの金融市場を活性化し、経済成長を促進することを
目指している。（第 10条（4F 項）及び第 80LA 条） 

 b. 所得税の優遇措置を受ける資格のあるスタートアップの設立期限- 第 80-IAC 条 
特定のスタートアップに対し、設立された会計年度から始まる 10年間のうち、連続する 3年間の収益の 100％を所得控除
可能とする優遇措置があるが、優遇措置を受けるための設立期限が延長された。 

(3) 新規製造業向けの法人税率の軽減についての期限延長は本予算案発表時点ではなし 

例年の国家予算案発表では、2019年 10月 1日以降に設立され、2024年 3月 31日までに製造を開始する会社につい
ての 17.16％の軽減法人税率適用（所得税法第 115BAB 条）の期限延長がアナウンスされていた。今回の暫定予算案
の時点では、当該期限延長は提案されていない。 これは事実上、2024年 4月 1日以降に事業を開始する新規製造会社
は、17.16％の軽減税率が適用されない可能性があるといえる。ただし、条文化に当たり、当該期限延長の発表の可能性も
あるため、今後の動向に注視されたい。 

(4) アセスメント手続のさらなる透明化：移転価格監査、紛争解決パネル（DRP: Dispute Resolution Panel）、及び
裁判所の手続に対するフェイスレス（非対面型）制度の導入 

直接税のアセスメント及び第一審の手続はすでにフェイスレス（非対面型）で行われているが、本フェイスレス制度を拡大し、
移転価格監査、紛争解決パネル、裁判所での手続においても本制度を導入することとなる。これにより、納税者と税務当局
間のやり取りにおける効率化、透明性、及び説明責任をさらに高めることを目指している。 

(5) 外国送金に関する TCS（源泉税）の改正 

2023年財政法（Finance Act：FA）では、自由化送金スキーム（Liberalized Remittance Scheme：以下「LRS」）及
び海外ツアープログラムパッケージ（Overseas Tour Program Package：以下「OTPP」）の購入に関する源泉税（Tax 
Collection at Source：以下「TCS」）に関する規定を改正し、そしてその後、直接税中央委員会（CBDT）は 2023年 6
月にさらなる明確化を発表し、今回の暫定予算案でさらにこれを強調した形となる。これらは現在、所得税法に組み込まれて
おり、適用されている。 

支払の性質 
改正前 

（2023 年 9月 30 日までの 
TCS レート） 

改正後 
（2023 年 10月 1日以降の

TCS レート ） 
LRS での教育目的の支払（資格のある
金融機関からのローンによって賄われた
場合） 

 INR 700,000 まで 0％ 
 INR 700,000 超は 0.5％ 

 INR 700,000 まで 0％ 
 INR 700,000 超は 0.5％ 
（変更なし) 

LRS での医療治療/教育目的の支払
（資格のある金融機関からのローンによ
って賄われていない場合） 

 INR 700,000 まで 0％ 
 INR 700,000 超は 5％ 

 INR 700,000 まで 0％ 
 INR 700,000 超は 5％ 
（変更なし） 

LRS でのその他の目的の支払  INR 700,000 まで 0% 
 INR 700,000 超は 5％ 

 INR 700,000 まで 0％、 
 INR 700,000 超は 20％ 

(変更あり) 
OTPP の購入  全額に対して 5%  INR 700,000 まで 5％ 

 INR 700,000 超は 20％ 
（変更あり） 
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(6) 未解決の少額の追徴課税の撤回に関する管理措置 

納税者サービスの向上を図るため、財務大臣は予算案演説で以下の税務当局からの少額（直接税）の追徴課税の撤回
を発表した。本措置は小規模事業者向けの措置となるため、日系企業にとっては大きなインパクトはないと考えられるが、累
計で数百万件以上にも及ぶ未解決の少額追徴課税の長期継続を解消し、納税者と税務当局の双方の負担を減らすとい
う意味で、有益な取り組みであると評価できる。 

 2009-10 年度までの会計年度で INR 25,000以下の追徴課税 
 2010-11 年度から 2014-15年度の期間で NR 10,000以下の追徴課税 

(7) Input Service Distributor（ISD）登録の義務化 

Input Service Distributor（以下「ISD」）の登録が今後義務となる。この変更は現在予算案でハイライトされたものの、検
討中であり、具体的な施行日は追って正式な通達がある。これまでは、企業は共通サービスに関する仕入税額控除を、ISD
スキームを用いるか、あるいはクロスチャージ方式 1を選択することで配賦していたが、新規制では ISD を通じた仕入れ税額控
除の配賦が必須とされる。 

インド国内に本社と複数の州にわたる支店やオフィスを持つ企業にとって、仕入税額控除の配分を効率的かつ公正に行うこと
を目的としている。ISD の登録を通じて、企業は本社で発生した共通費用（例：広告費、法律顧問費、監査費など）に関
連する仕入税額控除を、国内の異なる支店やオフィス間で適切に配分することが求められる。 

新たな義務に適応するために、企業は ISD の適応の有無を確認、登録、税額控除の配分方法を適切に設定することが求
められる。 

ISD 登録の義務化に関しては詳細アップデートを確認の上、別途後日ニュースレターにて配信の予定である。 

  
 

 

  

 

1 「クロスチャージ方式」とは、企業内の異なる部門や支店間でサービスを提供し合い、その対価として GST を請求する方式である。本方式で
はサービスを提供する部門が請求書を発行し、受け取った部門がその GST を支払う。 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。www.deloitte.com/jp/tax/nl/ao 
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